




























































助要請意向は、4 クラスモデル時において Sample-size Adjusted Bayesian 
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第 1 章 序論  
 
第 1 節 本研究の社会背景  
認知症とは、「一度正常に達した認知機能が後天的な脳の障害によって持続
性に低下し日常生活や社会生活に支障をきたすようになった状態」と定義さ
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十か年戦略（ゴールドプラン）を策定した。ゴールドプランは高齢者におけ
る保健福祉による基盤づくりを図るため、市町村による デイサービス ・ シ






サービス（E 型デイサービス）」が創設された。さらに 1993（平成 5）年に
は、厚生省老人保健福祉局において、「痴呆性老人の日常生活自立度判定基
準」 7） が示され、その判定基準は「自立・Ⅰ・Ⅱa・Ⅱb・Ⅲa・Ⅲb・Ⅳ・M」




1994（平成 6）年、「痴呆性老人対策に関する検討会」報告書 8） では、1990








（3）在宅サービスに重点が置かれた認知症施策（2000～2003 年）  
2000（平成 12）年には、これまで主に家族が担ってきた寝たきりや認知症
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の変更が行われることとなった。翌年 2005（平成 17）年には、厚生労働省よ
り「認知症を知り地域をつくる 10 ヵ年」の構想 10） が発表され、2005（平成



















2013（平成 25）年の朝田ら 11） の「都市部における認知症有病率と認知症
の生活機能障害への対応」総合研究報告書によると、全国の認知症有病率は
15%と推定され、推定有病者数は 2010（平成 22）年時点で約 439 万人、2012
（平成 24）年時点で 462 万人と算出されていた。しかしながら、2015（平成
27）年には二宮ら 12） は福岡県久山町の経時的データを基に算出し、2025（平
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あると神経細胞を損傷・死滅させる物質である 14）。これら新薬 3 錠は、それ






Behavioral and Psychological Symptoms of Dementia（以下、BPSD）の軽減 15）










































売を機に、認知症の早期受診の意義について報告した研究 18、 27） が散見され
る。藤本 18） は、早期受診が必要な理由として、①治る認知症がある、②認知
症の悪化を遅らせる、③告知を行うことができる、④軽度認知機能障害
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28）年 12 月 1 日の一斉改選では 238,352 人が厚生労働大臣より委嘱されてい
る 48）。  

































































る 40、 58）。  
 
出典：竹本与志人、杉山  京：「認知症が疑われる高齢者の早期受診に向けた保健医療福祉連携モデルの理









民 生 委 員
図1-1 認知症が疑われる高齢者の早期受診に向けた保健医療連携モデル
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【目的 3】民生委員を対象とした認知症が疑われる高齢者を発見した際の地域
包括支援センターへの援助要請意向とその関連要因を検討する（第 3 章）  
 目的 3 の研究では、民生委員における認知症が疑われる高齢者を発見した
際の地域包括支援センターへの援助要請意向の類型化ならびに類型化された
















































請意向に関する提言を行う（第 4 章）  
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4．本研究の方法および解析方法  






法）、クラスター分析等には「 IBM SPSS 22J for windows」を、潜在クラス分析
や多項ロジットモデルの検証等には、「Mplus version 7.2」を用いた。  
 
5．本研究に使用したデータ  
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第 2 章 地域における認知症が疑われる高齢者を発見した際の  
連携システムの遠近構造に関する研究  
 












（以下、保健師等）、主任介護支援専門員：3 職種）1,500 名を対象とした。  
 
（2）調査方法  
調査については、各県のホームページに 2013（平成 25）年 8 月時点で掲載
されていた情報を基に、全 936 カ所の地域包括支援センターから 500 ヶ所を
無作為抽出し、各センターに 3 通ずつ（3 職種：各 1 名）の調査票を配付し
た。調査票は無記名自記式とし、記入後は厳封のうえ郵送により回収を行う
方法を採った。  
調査期間は 2013（平成 25）年 9 月から同年 10 月までの 2 ヶ月間であっ
た。  
 



























 なお、本研究は岡山県立大学倫理委員会に申請し、2013（平成 25）年 7 月
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29 日に審査・承認を受けて実施した（受付番号：329）。  
 
3．研究結果  
統計解析には、回収された 610 名（回収率 40.7%）の調査票のうち、過去 1
年以内に認知症が疑われる高齢者に受診援助を行った経験を有し、その他の項





祉士が男性 58 名（34.7％）、女性 109 名（65.3％）であり、保健師等は男性 5 名
（3.0％）、女性 164 名（97.0％）、主任介護支援専門員は、男性 22 名（15.3％）、




会福祉士では正規職員が 140 名（83.8%）、嘱託職員が 27 名（16.2%）、保健師
等では正規職員が 158 名（93.5%）、嘱託職員が 11 名（6.5%）、主任介護支援専
門員は正規職員が 128 名（88.9%）、嘱託職員が 16 名（11.1%）であった。  
各職種の専門職歴は、社会福祉士が平均 136.4 ヶ月（標準偏差：82.8、範囲：
6-498）、保健師等が平均 214.1 ヶ月（標準偏差：105.5、範囲：29-459）、主任介
護支援専門員が平均 253.8 ヶ月（標準偏差：76.6、範囲：120-474）であった。  
 
 













具貸与・給付関連事業」「地区の班長」など 18 の機関および人、第 2 クラス
男性 人数（％） 58 （ 34.7 ） 5 （ 3.0 ） 22 （ 15.3 ）
女性 人数（％） 109 （ 65.3 ） 164 （ 97.0 ） 122 （ 84.7 ）
年齢 平均 標準偏差，範囲 38.1歳 （ 9.0，24-63 ） 43.3歳 （ 9.7，24-62 ） 48.7歳 （ 7.2，34-67 ）
正規職員 人数（％） 140 （ 83.8 ） 158 （ 93.5 ） 128 （ 88.9 ）
嘱託職員 人数（％） 27 （ 16.2 ） 11 （ 6.5 ） 16 （ 11.1 ）
専門職歴 平均 標準偏差，範囲 136.4ヶ月 （ 82.8，6-498 ） 214.1ヶ月 （ 05.5，29-45 ） 253.8ヶ月 （ 76.6，120-474）
雇用形態
表2-1　分析対象者の属性分布 （n=480）
項目 社会福祉士 (n=167) 保健師等 (n=169) 主任介護支援専門員 (n=144)
性別
順位 援助依頼者である人または機関 人数 （ ％ ） 順位 援助依頼者である人または機関 人数 （ ％ ）
1 高齢者の同居家族 349 （ 72.7 ） 13 訪問介護事業所 38 （ 7.9 ）
2 民生委員 336 （ 70.0 ） 14 保健所 35 （ 7.3 ）
3 高齢者の別居家族 323 （ 67.3 ） 15 町内会長 33 （ 6.9 ）
4 同じ市町村の福祉事務所 163 （ 34.0 ） 16 福祉委員 19 （ 4.0 ）
5 高齢者の近隣住民 148 （ 30.8 ） 17 他の市町村の福祉事務所 17 （ 3.5 ）
6 高齢者本人 137 （ 28.5 ） 17 通所リハビリテーション 17 （ 3.5 ）
7 居宅介護支援事業所 100 （ 20.8 ） 19 小規模多機能型施設 16 （ 3.3 ）
8 警察 71 （ 14.8 ） 20 他の市町村の地域包括支援センター 14 （ 2.9 ）
9 社会福祉協議会 68 （ 14.2 ） 21 介護老人保健施設 11 （ 2.3 ）
10 同じ市町村内の他の地域包括支援センター 45 （ 9.4 ） 22 福祉用具貸与・給付関連事業 6 （ 1.3 ）
11 在宅介護支援センター 41 （ 8.5 ） 23 地区の班長 2 （ 0.4 ）
12 通所介護事業所 39 （ 8.1 ） 23 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 2 （ 0.4 ）
表2-2　地域包括支援センターへの援助依頼者に関する回答分布 （n=480）













援助依頼者である人または機関 人数 （ ％ ）
特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 2 （ 0.4 ）
福祉用具貸与・給付関連事業 6 （ 1.3 ）
地区の班長 2 （ 0.4 ）
介護老人保健施設 11 （ 2.3 ）
通所リハビリテーション 17 （ 3.5 ）
小規模多機能型施設 16 （ 3.3 ）
他の市町村の福祉事務所 17 （ 3.5 ）
他の市町村の地域包括支援センター 14 （ 2.9 ）
福祉委員 19 （ 4.0 ）
町内会長 33 （ 6.9 ）
保健所 35 （ 7.3 ）
同じ市町村内の他の地域包括支援センター 45 （ 9.4 ）
在宅介護支援センター 41 （ 8.5 ）
通所介護事業所 39 （ 8.1 ）
訪問介護事業所 38 （ 7.9 ）
警察 71 （ 14.8 ）
社会福祉協議会 68 （ 14.2 ）
居宅介護支援事業所 100 （ 20.8 ）
同じ市町村の福祉事務所 163 （ 34.0 ）
高齢者の近隣住民 148 （ 30.8 ）
高齢者本人 137 （ 28.5 ）
高齢者の同居家族 349 （ 72.7 ）
高齢者の別居家族 323 （ 67.3 ）
民生委員 336 （ 70.0 ）
破線は切断面を示している．
図2-1　地域包括支援センターへの援助依頼者に関するクラスター分析の結果（ｎ=480）


































































































図2-2 地域包括支援センターへの援助ĀĀ者 のĀĀ構 造
地ĀのĀĀ
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調査対象者は、A 県民生委員児童委員協議会に属する民生委員 2,751 名



























率検定ならびに Welch の検定（多重比較：Games-Howell 法）を用いた。  
なお、すべての解析における有意性は 5％有意水準とした。  
 
（5）倫理的配慮  










統計解析には、回収された民生委員 1,576 名（回収率 57.3％）の調査票のう
ち、相談先の選択の意向などの項目に欠損値のない 1,546 名（調査対象者の
56.2％、回答者の 98.1％）の資料を用いた。  
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（1）分析対象者の基本属性  
分析対象者の属性の回答分布は表 2-3 に示すとおりである。性別は、男性 732
名（47.3％）、女性 814 名（52.7％）であり、平均年齢は 65.1 歳（標準偏差：5.8、
範囲：36-78）であった。民生委員の就任回数は「今期初めて」と回答した人が
596 名（38.6％）、「2 期以上」が 950 名（61.4％）であった。認知症高齢者の介









プ】、グループ 4【地域福祉資源重視グループ】の 4 つのグループが抽出され
た。  
グループ 1【介入意欲の高いグループ】は、女性が 278 名（58.4％）と他の
グループに比して「女性」の割合が高く、グループ 4【地域福祉資源重視グル
人数 （ ％ ）
男性 732 （ 47.5 ）
女性 814 （ 52.7 ）
年齢
今期初めて 596 （ 38.6 ）
2期以上 950 （ 61.4 ）
あり 716 （ 46.3 ）
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ープ】は、男性が 150 名（54.7％）と他のグループに比して「男性」の割合が











人数（％） 198 （ 41.6 ） 209 （ 50.9 ） 175 （ 45.5 ） 150 （ 54.7 ）
調整済み残差
人数（％） 278 （ 58.4 ） 202 （ 49.1 ） 210 （ 54.5 ） 124 （ 45.3 ）
調整済み残差
人数（％） 184 （ 38.7 ） 158 （ 38.4 ） 140 （ 36.4 ） 114 （ 41.6 ）
調整済み残差
人数（％） 292 （ 61.3 ） 253 （ 61.6 ） 245 （ 63.6 ） 160 （ 58.4 ）
調整済み残差
人数（％） 231 （ 48.5 ） 175 （ 42.6 ） 189 （ 49.1 ） 121 （ 44.2 ）
調整済み残差







平均 64.8歳 64.9歳 65.5歳
n.s.
（標準偏差，範囲） （6.3，36-76） （5.9，40-78） （5.2，45-75） （5.9，40-75）
65.3歳
表2-4　民生委員の4グループ間における基本属性等の比較 （n＝1,546）
項目 グループ1（n＝476） グループ2（n＝411） グループ3（n＝385） グループ4（n＝274）
1.7 -0.9 2.7
女性




0.1 -0.1 -1.0 1.1
2期以上




1.2 -1.8 1.3 -0.8
なし








人数（％） 168 （ 35.3 ） 243 （ 59.1 ） 267 （ 69.4 ） 172 （ 62.8 ）
調整済み残差
人数（％） 359 （ 75.4 ） 323 （ 78.6 ） 338 （ 87.8 ） 221 （ 80.7 ）
調整済み残差
人数（％） 39 （ 8.2 ） 30 （ 7.3 ） 67 （ 17.4 ） 24 （ 8.8 ）
調整済み残差
人数（％） 27 （ 5.7 ） 34 （ 8.3 ） 58 （ 15.1 ） 18 （ 6.6 ）
調整済み残差
人数（％） 4 （ 0.8 ） 7 （ 1.7 ） 12 （ 3.1 ） 2 （ 0.7 ）
調整済み残差
人数（％） 99 （ 20.8 ） 12 （ 2.9 ） 113 （ 29.4 ） 18 （ 6.6 ）
調整済み残差
人数（％） 24 （ 5.0 ） 9 （ 2.2 ） 29 （ 7.5 ） 10 （ 3.6 ）
調整済み残差
人数（％） 393 （ 82.6 ） 72 （ 17.5 ） 347 （ 90.1 ） 161 （ 58.8 ）
調整済み残差
人数（％） 220 （ 46.2 ） 34 （ 8.3 ） 256 （ 66.5 ） 69 （ 25.2 ）
調整済み残差
人数（％） 71 （ 14.9 ） 28 （ 6.8 ） 281 （ 73.0 ） 19 （ 6.9 ）
調整済み残差
人数（％） 3 （ 0.6 ） 5 （ 1.2 ） 16 （ 4.2 ） 4 （ 1.5 ）
調整済み残差
人数（％） 5 （ 1.1 ） 2 （ 0.5 ） 18 （ 4.7 ） 4 （ 1.5 ）
調整済み残差
人数（％） 5 （ 1.1 ） 7 （ 1.7 ） 40 （ 10.4 ） 10 （ 3.6 ）
調整済み残差
人数（％） 1 （ 0.2 ） 7 （ 1.7 ） 15 （ 3.9 ） 14 （ 5.1 ）
調整済み残差
人数（％） 5 （ 1.1 ） 3 （ 0.7 ） 48 （ 12.5 ） 13 （ 4.7 ）
調整済み残差
人数（％） 2 （ 0.4 ） 8 （ 1.9 ） 51 （ 13.2 ） 10 （ 3.6 ）
調整済み残差
人数（％） 5 （ 1.1 ） 5 （ 1.2 ） 62 （ 16.1 ） 10 （ 3.6 ）
調整済み残差
人数（％） 54 （ 11.3 ） 82 （ 20.0 ） 224 （ 58.2 ） 232 （ 84.7 ）
調整済み残差
人数（％） 13 （ 2.7 ） 18 （ 4.4 ） 30 （ 7.8 ） 16 （ 5.8 ）
調整済み残差
人数（％） 243 （ 51.1 ） 100 （ 24.3 ） 289 （ 75.1 ） 198 （ 72.3 ）
調整済み残差
人数（％） 70 （ 14.7 ） 39 （ 9.5 ） 178 （ 46.2 ） 146 （ 53.3 ）
調整済み残差
人数（％） 109 （ 22.9 ） 101 （ 24.6 ） 259 （ 67.3 ） 91 （ 33.2 ）
調整済み残差
人数（％） 75 （ 15.8 ） 10 （ 2.4 ） 132 （ 34.3 ） 39 （ 14.2 ）
調整済み残差
人数（％） 66 （ 13.9 ） 33 （ 8.0 ） 209 （ 54.3 ） 25 （ 9.1 ）
調整済み残差
人数（％） 11 （ 2.3 ） 11 （ 2.7 ） 30 （ 7.8 ） 6 （ 2.2 ）
調整済み残差






-4.8 -2.5 5.5 2.4
居宅介護支援事業所 ***
-2 -1.3 4.8 -1.5
認知症かもしれない人がいる地区の班長 ***
-4.9 -7.8 18.0 -5.5
愛育委員 ***
-0.6 -9.0 10.8 -1.1
町内会長 ***
-7.3 -5.7 14.6 -1.1
福祉委員 ***
-7.8 -9.8 9.2 10.3
あなた以外の民生委員 ***
-1.4 -13.9 9.7 6.8
保健所 **
-2.7 -0.7 2.9 0.7
社会福祉協議会 ***
-14.5 -8.9 9.3 17.4
訪問介護事業所（ホームヘルプ） ***
-5.0 -4.3 10.9 -1.3
通所介護事業所（デイサービス） ***
-5.2 -3.0 9.4 -0.8
認知症対応型グループホーム ***
-4.3 -4.3 8.8 0.2
小規模多機能型施設 ***
-3.7 -1.1 2.2 3.2
通所リハビリテーション（デイケア） ***
-4.0 -2.8 7.4 -0.3
介護老人保健施設 ***
-1.6 -2.4 4.7 -0.6
特別養護老人ホーム ***
-2.3 -1.1 4.0 -0.5
認知症かもしれない人の近隣住民 ***
-6.5 -10.3 24.4 -7.9
認知症かもしれない人の別居家族 ***
4.8 -14.3 13.6 -4.6
認知症かもしれない人の同居家族 ***
10.7 -22.3 12.7 -1.6
認知症の専門医がいる病院（または医院） **
0.5 -2.8 3.1 -0.9
認知症かもしれない人のかかりつけ医 ***
3.7 -8.3 8.5 -4.6
あなたのかかりつけ医 *
-1.6 0.2 2.7 -1.3
***
-2.9 -0.5 4.9 -1.5
在宅介護支援センター ***
-1.9 -2.4 5.2 -1.0
28
29





-3.2 -1.0 4.3 0.2
福祉事務所(または役所の福祉課） ***
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また、各グループ間の相談先の選択の意向の種類数について比較した結
果、グループ 1【介入意欲の高いグループ】は平均 4.4 種類、グループ 2【相
談先が少ないグループ】は平均 3.1 種類、グループ 3【多くの相談先を持つグ
ループ】は平均 9.0 種類、グループ 4【地域福祉資源重視グループ】は平均
5.8 種類であり、グループ 3【多くの相談先を持つグループ】、グループ 4【地
域福祉資源重視グループ】、グループ 1【介入意欲の高いグループ】、グループ
2【相談先が少ないグループ】の順に平均種類数が有意に多いことが確認され
















4.4種類（1.7，1-12） 3.1種類（1.6，1-9） 9.0種類（3.2，4-24） 5.8種類（1.8，2-15）
***種類数
表2-6　民生委員が相談先として選択する機関または人の平均種類数 （n=1,546）
相談先として選択する機関または人 グループ1(n=476) グループ2(n=411) グループ3(n=385) グループ4(n=274)













した人が、グループ 1【介入意欲の高いグループ】で 75.4％、グループ 2【相
談先が少ないグループ】で 78.6％、グループ 3【多くの相談先を持つグルー
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調査対象者は、第 2 章第 2 節と同様に A 県民生委員児童委員協議会に属す
























































ク ラ ス 数 の 決 定 の た め の 適 合 度 指 標 に は Sample-size Adjusted Bayesian 
Information Criterion（以下，Sample-size Adjusted BIC）を、指定したクラス数
による標本の分類の正確性の評価には Entropy を用いて検討した。Sample-size 
Adjusted BIC は、その値が小さいほど情報量が多いことを示している。従来の
潜在クラス分析におけるクラス数のための指標には AIC や BIC が多く用いら
れてきたが、Sample-size Adjusted BIC は、それらと比較して良好な指標である
ことが報告されている 73）。また、分類の正確性の評価である Entropy は 0 か
ら 1 の値をとり、指定したクラス数による分類が正確であるほど 1 に近い値を
示し、0.80 以上が良好であるとされている 74）。  
次いで、潜在クラス分析より推定された各潜在クラスを従属変数、分析対象
者の性別（女性：0 点、男性：1 点）、年齢、就任回数（2 期以上：0 点、今期
初めて：1 点）、認知症高齢者の介護経験（なし：0 点、ある：1 点）ならびに
 







意性は 5％有意水準とした。  
 
（5）倫理的配慮  
調査内容や配付方法については、第 2 章第 2 節と同様である。2012 年より






なお本研究は、2014 年 5 月 26 日に岡山県立大学倫理委員会の審査・承認を
受けて実施した（受付番号 389）。   
 
3．研究結果  
 統計解析には、回収された 1,576 名（回収率 57.3％）の調査票のうち、当該





674 名（47.5％）、女性 744 名（52.5％）であり、年齢は平均 65.0 歳（標準偏
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差：5.9、範囲：36-78）であった。また民生委員の就任回数は、「今期初め
て」が 554 名（39.1％）、「2 期以上」が 864 名（60.9％）であり、認知症高齢
者の介護経験は「ある」と回答した人が 660 名（46.5％）、「なし」と回答し
















人数 （ ％ ）
男性 674 （ 47.5 ）
女性 744 （ 52.5 ）
年齢
今期初めて 554 （ 39.1 ）
2期以上 864 （ 60.9 ）
あり 660 （ 46.5 ）




















請意向の回答分布は表 3-3 に示すとおりである。  
 
人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）
E1 ： 既にある物を何度も買ってきてしまう 515 （ 36.3 ） 736 （ 51.9 ） 167 （ 11.8 ）
E2 ： 何回も同じ事を言ったり，同じ事を聞いたりする 602 （ 42.5 ） 694 （ 48.9 ） 122 （ 8.6 ）
E3 ： 以前よりも，だらしなくなる 716 （ 50.5 ） 625 （ 44.1 ） 77 （ 5.4 ）
E4 ： 作り慣れている料理がうまく作れないようになる 667 （ 47.0 ） 668 （ 47.1 ） 83 （ 5.9 ）
E5 ： 天気や状況に応じた洋服の選択ができなくなる 438 （ 30.9 ） 807 （ 56.9 ） 173 （ 12.2 ）





人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）
K1：認知症の人も周りの人と仲良くする能力がある 94 （ 6.6 ） 576 （ 40.6 ） 748 （ 52.8 ）
K2：普段の生活でもっと認知症の人と関わる機会があってもよい 179 （ 12.6 ） 709 （ 50.0 ） 530 （ 37.4 ）
K3：認知症の人が困っていたら，迷わず手を貸せる 28 （ 2.0 ） 439 （ 31.0 ） 951 （ 67.1 ）
K4：認知症の人も地域活動に参加した方がよい 112 （ 7.9 ） 601 （ 42.4 ） 705 （ 49.7 ）
K5：認知症の人と喜びや楽しみを分かち合える 107 （ 7.5 ） 692 （ 48.8 ） 619 （ 43.7 ）
K6：認知症の人とちゅうちょなく話せる 120 （ 8.5 ） 493 （ 34.8 ） 805 （ 56.8 ）















4 クラスモデル時において  
Sample-size Adjusted BIC は最小で  
あり（表 3-4）、かつ Entropy が  
0.80 であったことから、4 クラスモデルを採用することとした。  
 表 3-5 の「分析 1」ならびに図 3-1 は、4 クラスモデル時における各潜在ク
ラスの構成割合と条件付き応答確率を示したものである。その結果、クラス

































分析1 分析2 分析1 分析2 分析1 分析2 分析1 分析2
クラス構成割合 18.6% 18.2% 22.4% 22.5% 19.3% 20.0% 39.7% 39.3%
E1：既にある物を何度も買ってきてしまう 0.368 0.359 0.068 0.064 0.844 0.848 0.983 0.986 0.637
E2：何回も同じ事を言ったり，同じ事を聞いたりする 0.187 0.220 0.044 0.045 0.753 0.721 0.970 0.970 0.575
E3：以前よりも，だらしなくなる 0.420 0.415 0.033 0.043 0.205 0.216 0.931 0.932 0.495
E4：作り慣れている料理がうまく作れないようになる 0.549 0.552 0.023 0.027 0.199 0.209 0.967 0.970 0.530
E5：天気や状況に応じた洋服の選択ができなくなる 0.927 0.958 0.155 0.152 0.465 0.461 0.992 0.993 0.691













 援助要請意向の関連要因の検討  
 潜在クラス分析より推定された各潜在クラスと属性等との関連性につい
て、クラス 4 を基準に多項ロジットモデルを用いて検討した。その結果、ク
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 なお、多項ロジットモデルにおける同時推定を行った場合の各潜在クラス












イマー型認知症の進行段階を分類した尺度である Global Deterioration Scale（以




OR 95％CI OR 95％CI OR 95％CI
0.564 0.353-0.900 0.016 * 1.504 1.064-2.128 0.021 * 2.025 1.344-3.050 0.001 **
0.921 0.889-0.955 <0.001 *** 0.937 0.909-0.966 <0.001 *** 1.013 0.972-1.056 0.536
1.164 0.780-1.738 0.456 1.111 0.807-1.529 0.520 0.964 0.655-1.417 0.851
0.727 0.486-1.087 0.120 0.802 0.585-1.099 0.170 1.008 0.701-1.450 0.964
1.052 0.618-1.807 0.854 1.057 0.706-1.582 0.789 0.904 0.584-1.401 0.653





































ⅱ）クラス 2 に所属する民生委員の特徴  
























解釈した。   
 
































ⅳ）クラス 4 に所属する民生委員の特徴  
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第 4 章 結論  
 

















第 1 節）  
目的 2：  民生委員を対象に認知症が疑われる高齢者を発見した際の相談先の
選択の意向を明らかにすること（第 2 章第 2 節）  
目的 3：民生委員を対象とした認知症が疑われる高齢者を発見した際の地域 
包括支援センターへの援助要請意向とその関連要因を検討すること
（第 3 章）  
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2．民生委員が認知症が疑われる高齢者を発見した際の地域包括支援センター    
への援助要請意向のパターンの評価と援助要請を高めるための方策提案  
本研究では、民生委員が認知症が疑われる高齢者を発見した際の地域包括




請型】、クラス 4【援助要請実践型】の 4 つのクラスに類型化され、積極
的に援助要請を行っていると推測されるクラス 4【援助要請実践型】に所
















ている。専門性 lay expertise とは、技術や倫理・社会科学の訓練を受けた専門




































































援助行動理論 87、 88） に基づく共感の概念を参考にするならば、共感は「認
知症の人を肯定的に捉え、抵抗なく接しようとする態度」であり、被援助者
に対する肯定的な情動反応の高まりが援助行動の生起に関係することが考え
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